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米代川における1983年 日本海中部地震津波の再現計算 と解析上の課題

Numerical simulation of Tsunami Run-up on theYoneshiro River by the 1983 Nihonkai-chubu Earthquake
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It is important to establish a method to analyze the behavior of tsunami runup in river, because the effect of tsunami

should be considered in the examination on earthquake-resistant performance of river structure. Thus, the numerical

simulations of 1983 event in the Yoneshiro River were conducted using both dispersive and non-dispersive nonlinear

long wave equations. The simulation with previous one reproduced an undular bore which was observed in 1983.

However, both of them provided the similar maximum tsunami heights in the river, and the computed heights agreed

with the measured heights well.

1.　は じめに

一般に,河 川を遡上する津波 には,以 下のような特徴

があることが知 られている.

・河口部に隣接 した沿岸から陸上を遡上 して行 く津波に

比べて到達時間が速 く,遡 上する距離が長い

・河川流の影響や比較的浅い水深の領域が連続 している

ため津波の波頭部が段波を呈することが多い

・入射する津波諸元と河川条件によっては波状段波となっ

て津波高が急に増大する場合がある

しかしなが ら,実 績津波の痕跡値や詳細な河川地形デー

タが少ない事 に加え,分 散効果を再現できる計算格子間

隔を設定 した極度に短い計算間隔の計算を行 う作業が煩

雑であること等か ら河川における上記現象を解析 ・検証

した事例 はほとんどない.

そ こで本稿では,1983年 に波状段波が河川を遡上 した

記録のある米代川で日本海中部地震津波を非線形長波式

と非線形分散長波式に基づ く平面2次 元解析によって再

現計算 し,そ の検討経緯と解析を通 じて得 られた留意事

項や課題等について論 じる.

なお,本 研究は,河 川構造物の耐震性能照査を行 う場

合の外水位として河川の津波高を推算する手法を確立す

るため に検討 した内容の一部を活用 してとりまとめたも

のである.

2.　米代川 における日本海中部地震津波による被害

表-1に 日本海中部地震津波の概要を示 した.

写真-1は,地 震発生約3時 間20分 後 の空中写真で,波

表-1　 日本海中部地震津波の概要

写真-1　波状段波を呈し米代川を遡上する津波(右 側が上流)

状段波を呈 して遡上す る津波が確認できる.こ の津波で

は沿岸部で波頭部の波状段波を多 くの人が目撃 し,報 告

している.

また,(財)国 土開発技術研究センター(1983)お よ

び橋本 ら(1985)に よれば,米 代川では地震で堤防,樋

門,高 水 ・低水護岸等の構造物にも被害が発生 した.こ

の内,右 岸河口か ら約1.5kmの 区間では低水護岸天端保

護工の連節ブロック,コ ンクリー ト張り護岸が津波の遡

上で損壊 した.ま た,米 代川の北側に位置する水沢川,

塙川および竹生川では,堤 防や護岸が津波の遡上 によっ

て流失又は破堤 した被害が報告されている.

3.　数値計算 モデルと計算条件

(1)　数計算領域の設定

再現計算のモデル作成範囲は,痕 跡記録等を考慮 して

図-1に 示 すように波源を含む海域と米代川の9km付 近 ま

でとし,計 算は,河 口から上流約7km付 近 までを対象に
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図-1　 計算領域 ・格子間隔図

実施 した.計 算格子間隔は,外 洋か ら沿岸部そして河川

域へと順次小 さく設定 した.特 に,河 川領域では津波波

頭部の波状段波の現象を再現するため2m間 隔 とした.

(2)　地形データの作成

海域の水深は,海 上保安庁の海図,陸 上の標高は,国

土地理院の50mメ ッシュデータか ら補間 して作成 した.

河川域地形は当時とほぼ同じであり,河 川沿いの堤内

地盤,堤 防形状 ・天端高および高水敷標高 は,2mメ ッ

シュの航空 レーザー測量値(平 成16年)を 使用した.な

お,右 岸河口付近の堤防高 は,津 波後 に60～70cm嵩 上

げされた施工履歴を反映 した.低 水路については,津 波

被災6ヶ 月後 の横断(1km毎)と 平成10年2月 の横断

(200m毎)を 比較 し,両 者の各断面が近似 しているので,

当該区間の河床形状は安定 していると見なし,平 成10年

2月 の資料から地形データを作成 した.

河 口砂州の形状は,季 節により変化 していることを踏

まえ,1つ のケースでは津波来襲の直前(昭 和58年5月4

日)の 横断図 ・汀線図から地形データを作成 した(以 下

砂州ありという).さ らに津波発生約3時 間20分 後 に撮影

された砂州がフラッシュされている空中写真を参考 とし

て,砂 州ありに修正を加えた別の1ケ ース(以 下砂州な

しという)の,併 せて2ケ ースにより河口の砂州地形が河

川内の津波高に及ぼす影響を評価 した.

ただ し,本 研究に用いたモデルでは,い ずれの計算で

も津波イベント中の河道の地形変化は考慮されていない.

表-2　 断層 パ ラ メー タ(相 田,1984)

(3)　波源モデルの検討

波源モデルは,AIDA-10(相 田,1985)モ デルとし,

表-2に 示 した断層パ ラメータを使用 した.(深 さd,走 向

θ,傾 斜角 δ,す べ り角 λ,断 層長 さL,断 層 幅W,す べ

り量U).こ の 断層パ ラメー タを用 いてMansinhaら

(1971)の 方法で海底地盤の変動量分布を算出し,津 波

の初期水位分布を与えた.

本研究では米代川の河川内の津波高の再現性に焦点を

絞り,河 口両岸の沿岸に存在する計55点 の痕跡値と計算

値の比較 ・検証を繰 り返 し行い,初 期水位分布の鉛直成

分 に補正係数1.25を 乗 じたものを設定 した.上 記に関す

る再現性 は,米 代川河 口部周辺 を25mの 格子間隔で近

似 した地形データを使用 し,痕 跡値と計算値(た だし,

浅 水理論モデル)を 比較 し,相 田の評価指標でK値1.13,

κ値1.22で あ った.こ こに,相 田の評価指標であるK値

は1に 近いほど痕跡値と計算値が一致することを意味 し,

κ値は痕跡値と計算値のバ ラッキ具合を示 している.一

般に,K値 は0.8～1.2程 度,κ 値は1.6以下 であれば適当

であるとされる.

(4)　計算モデルの構築

計算モデルは,非 線形長波理論 に基づ く計算 モデル

(以下分散な しとい う)と 非線形分散長波理論に基づ く

計算モデル(以 下分散ありという)の2つ を使用 した.分

散ありで使用 した支配方程式を式(1),(2)及 び(3)に示 し

た.な お,式(2),(3)の 両式において,右 辺第1項 は分

散項を,同 第2項 は砕波による波高減衰項を,それぞれ表

してお り,分 散なしは式(2)お よび式(3)の 右辺第1項 を

ゼロと置いた式となる.

(1)

(2)

(3)

ここで,η は水位,Mお よびNはx及 びy方 向の線流量,h

は河川域を含む初期水深,Dは 全水深,gは 重力加速度,

fは 摩擦損失係数(=n2g/D1/3,nは マニングの粗度係数),

νは渦動粘性係数である.
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計算手法は,ス タッガード・リープフロッグ法による

2段 階の混合差分法(岩 瀬 ら,2002b)を 利 用 し陸上部へ

の津波氾濫を含めた手法を用いた.た だし,移 流項の差

分は,計 算の安定性を考慮 して1次 精度の風上差分を採

用 している.ま た,砕 波による波高減衰項の砕波条件お

よび渦動粘性係数の判定と算出は岩瀬 ら(2005)の 方法

に従って,波 峰(波 形 ピーク)点 における波高 ・水深比

0.83(た だ し計算上では流速 ・波速比が0.59相 当)を 超

える条件で砕波と判定 し,波 形 ピーク点前後の波谷 まで

の区間に対 して渦動粘性係数 ν=0.25√gD・ ηを算出す

る手法を用いた.

(5)　初期条件の設定

a)　潮位

潮位は,隣 接する能代港検潮所の記録から津波が来襲

する直前の潮位T.P.+0.24mを 設 定 した.な お,計 算中

の潮位変動は考慮 していない.

b)　粗度係数

河川内の粗度係数は,米 代川水系河川整備基本方針に

用いた計画粗度で,低 水路0.022(0.0km-7.0km)及 び0.026

(7.0km-10.0km),高 水 敷0.050(0.0km-7.0km)及 び0.038

(7.0km-10.0km)を 設定した.海 域の粗度係数は,「津波 ・

高潮ハザー ドマ ップマニュアル((財)沿 岸開発技術研

究センター,2004)」 を参考にして0.025と した.

c)　河川流量および河川水位

河川流量 は,津 波来襲時の詳細な記録がないため,米

代川20kmに 位 置する富根観測所の流量観測記録(平 成

12年7月12日 お よび7月25日)を 外挿 した値 と,富 根から

下流で流入 している支川久喜沢川及び常磐川の各流量

(平成17年6月29日)と その他小河川(平 成17年6月20日

に実施 した現地踏査 による目測)の 合計流量 と して

151.8m3/sを 設 定 した.河 川水位 は,河 口での計算出発

水位として津波来襲直前の潮位を,上 流から上記流量を

与えて不等流計算を行い河道内の水位分布(お よび線流

量分布)を 算出して初期条件 とした.

d)　時間間隔と再現時間

計算時間間隔は全領域で0.05秒 と し,再 現時間は地震

発生か ら3時間とした.

4.　計 算結果

(1)　津波水位分布

再現モデルの妥当性は,河 口部周辺の汀線と河川内の

2段 階にわたり計算値 と痕跡値とを以下のように比較 し

確認 した.

a)　河 口部周辺の汀線における津波水位

河口左右岸の沿岸には,広 域にわたり多 くの津波痕跡

値がある.再 現計算では沿岸55点 の痕跡値と計算値の比

較 ・検証を繰り返 し行い,初 期水位分布の鉛直成分を補

図-2　 沿岸部の計算値と痕跡値の比較

表-3　 河 口右岸汀線での痕跡値と計算値の比較(T.P.基準)

図-3　 河口へ進入する津波波頭部の様子

正 した後の比較を図-2に 示 した.次 に,上 記55点 の痕跡

値の内,河 口に近接 し,特 異な地形や防波堤等の構造物

の影響がなく,痕 跡記録の精度が良いと判定 されている

表-3に 示 す河口右岸3点 の痕跡値(谷 本 ら,1983;首 藤 ・

卯花,1984)と 計算値とを比較 した.

上 記3点 は,い ずれも汀線付近にあ り,汀 線背後には

T.P.+5.0m程 度 の防潮林(松 林)に 覆われた砂丘がある.

上 表で(1)および(2)の痕跡値 と計算値は良 く一致 している

が,(3)で は計算値が低 くなっている.痕 跡値(3)は,計 算

格子間隔2mの 領 域の外にある10m格 子 間隔内にあり,

地 形近似度が低い影響によるものと推測できる.

また,分 散のありなしでは,分 散ありの方が小さくなっ

た.こ れは岩瀬 ら(2002a)も 報告 しているが,波 源域

で既に分散効果が発現 し,陸 棚上で ソリトン分裂 して大

きくなるが,沿 岸付近で砕波減衰す ることにより,沿 岸

に到達 した津波高は,分 散なしの計算値に比べて小 さく

なったものである.

b)　河 川内における津波水位

図-3の 右側の破線部分に見 られるように,分 散ありの

ケースで計算開始28分 後 の第1波 の波頭部が波状段波を

呈 して河川へ進入する状況が再現 ・確認できた.



244 海 岸 工 学 論 文 集 第55巻(2008)

図-4　米代川における痕跡値と計算値の比較(T.P.基 準)

表-4　河川内におけるK値 とκ値(砂 州なし)

図-4　に砂州なしでの河道縦断方向の計算津波高 と痕跡

値(宇 多,1985)を 示 した.表-4に 同 ケースのK値 とκ

値を示 した.図-4に お ける津波高は,概 略以下のように

なっている.

○0km～2kmの 区間

概略,分 散あり計算値<分 散な し計算値<痕 跡値

○2km～5kmの 区間 … 総 じて,計 算値<痕 跡値

○5kmよ り上流の区間 …3者 は良 く一致 している.

○右岸2km下 流 の河岸が局所的に流心方向に突出 して

いる場所にはT.P.+6m程 度 の痕跡値があるが再現で

きていない.

現地地形を見ても,実 際には当該箇所に局所的に高い

津波が発生 したと推測できるが,計 算ではこの局所的な

地形効果による津波高は再現できていない.

なお,計 算値で分散ありが分散なしに比較 して低 くなっ

ている原因は,前 述 したとおり,分 散ありではソリトン

分裂の影響により沿岸域で波高が増幅 し,河 川進入前の

早い段階で砕波 しているか らである.た だし,米 代川河

口付近では,平 均的な河川水深が約2mの 場 所に4～6m

の高 さの津波が進入 しているため,分 散なしの場合でも

砕波が生 じており,両 者の違いはそれほど大 きくない.

c)　河 口部砂州が河川内の津波高に及ぼす影響の評価

写真-2は,津 波直後の5月26日16時20分 撮 影の写真 に

当初計算で設定 した砂州あり(5月4日 測量)と6月23日 測

量の砂州を併記 したものである.こ の写真から,津 波イ

ベント中に砂州はフラッシュされたものと推定 した.

本研究では上記を踏まえ,砂 州ありとなしの2つ のモ

デルで計算を行い,砂 州が河川内の津波高に及ぼす影響

を評価 した.砂 州なしのモデルにおける計算結果は,上

記図-4と 表-4に 示 したとおりである.砂 州ありのモデル

写真-2　米代川河口部における砂州形状の比較

表-5　 河川内の津波目撃証言と計算による到達時刻

計算:分 散なし,砂 州な し

における計算結果は,紙 面の都合上示 していないが,分

散のありなしに関わらず,砂 州な しのモデルにおける計

算結果が痕跡値とよく一致 した.

また,2.(3)波 源 モデルの検討において既述 した相田の

評価指標K値 とκ値を用いて河川内の津波高の再現性

を比較評価 した結果,表-4に 示 した砂州な しのモデルに

おける計算結果に対 して,砂 州ありのモデルにおける計

算結果では,分 散なしの全データによるK値1.20,κ 値

1.25,同 分 散ありの計算でK値1.20,κ 値1.29と な った.

したが って,相 田のK値 とκ値を用いた評価で も砂州

なしモデルの方が砂州ありモデルに比較 して再現性が高

いと整理で きた.

上記検討から,河 口砂州の地形 は,潮 位,河 川流量な

どと共 に河川へ進入する津波に対する影響が大 きく,河

口砂州の変動特性と河道改修履歴などを反映 して適切に

地形モデルを作成す ることが必要 と考えられる.

(2)　津波到達時間

表-5は,河 川で津波が目撃された時刻 と計算による津

波到達時刻を比較 したものである.

上表(1)で は,第1波 の目撃記録 に比べて計算が約10～

15分 遅 く,上 表(2)では,第2波 の目撃記録 に比べて計算

が約17分 遅 い.な お,こ の到達時間の遅れについては,

Shutoら(1993)も,AIDA-10モ デルで は計算による津

波到達時刻は目撃証言よりも遅 くなり複断層の存在 を考

慮する必要があるとしている.

5.　おわ りに

本研究で得 られた工学上の要点は以下のとお りである.

(1)　解析によって確認できた事項
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・分散 ありの再現計算を試み,第1波 の波頭部 に波状段

波を呈 して河川へ進入する現象が再現 ・確認できた.

・モデルの妥当性は,河 口付近沿岸及び河道内の2段 階

で行い,河 川内の痕跡値をほぼ再現することができた.

・分散ありでは波源域で分散効果が発現 し,陸 棚上でソ

リトン分裂 して増高後,沿 岸付近で砕波減衰する.

・上記から河口では分散なしの方が高 く,河 道内でも河

口から2km付 近 まで分散な しの方が少 し高 くなった.

・河道内の津波高には,当 初想定 していたほど分散のあ

りなしに明確な差がなく,本 事例では分散なしの計算

で河川内の津波高を再現できる.

(2)　解析を通 じて得られた計算上の留意事項 ・課題

・設計対象とするような大きな津波では,本 事例 と同様,

分散あり・な しに関わらず河口部あるいは河川内で砕

波が生 じると考えられ,河 川内における津波高に関 し

て分散あり ・なしで大きな差はないと考え られる.

・本事例では分散のあるなしで河川内の津波高に大きな

差異がなかったものの,分 散ありでは波源域で仮 に中

小規模の津波であっても緩勾配の河道内で急に津波高

が増大する場合 もあり,こ の点に留意する必要がある

と考えられる.

・河道内の構造物(橋 梁および堰など)や 漂流物などの

影響に着目すれば波状段波の影響 は無視できず,分 散

ありの計算に関するさらなる諸検討も必要である.

・一部 河岸が流心方向に突出 している右岸2km下 流 付

近の局所的に高い痕跡値は,計 算で再現できなかった.

・河口部砂州の地形 は,潮 位,河 川流量などと共に河川

へ進入する津波に対する影響が大きく,計 算では適切

な地形モデルの作成に留意を要する.

・計算での津波到達時間が,目 撃証言に比較 して遅れる

点については既往文献が指摘 しているとおりの傾向と

なり,今 後の課題 となった.

(3)　河川における津波解析の実務

本研究では,河 川の津波計算 を分散 ありとなしの2つ

の手法で行い,両 者の地形モデル作成や計算上の作業性

と経済性,解 析に必要な河川内の痕跡等の存在 と精度,

現 時点での解析技術等について比較 ・評価 した.こ の評

価や全国河川の現状を勘案 し,後 掲の国土交通省河川局

が設置 した 「津波の河川遡上に関する検討会」 において

は,河 川構造物の耐震性能照査 に用いる外水位として津

波高を求める場合は,分 散なしを原則 とし,河 口付近の

波高 ・水深比,遡 上区間の勾配 によっては分散ありを用

いてもよいとされた.

(4)　今 後の河川における津波解析の精度向上に向けて

本研究では,多 くの津波関係技術者の努力によって蓄

積されていた実績津波の痕跡値や詳細な河川地形データ

等の貴重な資料を利用させていただき,特 に,河 川を遡

上 した波状段波の目撃やビデオ等の記録が残っている米

代川において,既 存文献にもほとんど事例がない海域か

ら河川域における実績津波の再現計算を行い,波 状段波

の現象が再現できることを確認 した.

しか しなが ら,津 波が多発する我が国において,全 国

の諸河川には解析 に供することができる津波記録は極め

て少ない.ま た,河 川内の津波挙動を観測 ・記録するシ

ステムも整備されていないため,ほ とんどの河川で本研

究のような検証計算を実施することは困難である.今 後,

各 河川においては,津 波データの蓄積が可能 となるよう

な諸施策を講 じて当該河川内の津波挙動の解明や計算精

度の向上を図 り,津 波防災対策の一層の推進に資する必

要があると思われる.

本研究の成果 は,河 川構造物の耐震性能照査において

考慮する外水位 として津波高を算出する場合の 「津波の

河川遡上解析の手引き(案)」 に反映され,以 下に示す

(財)国 土技術研究セ ンターのホームページにおいて公

開されている.http://www.jice.orjp/siryo/index.html
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る検討会」(座 長:首 藤伸夫 日本大学大学院総合科学
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